
第１回福島県市町村と県の連携に関する審議会 議事録 

 

◇日  時  平成１７年８月４日（木） 午前１０時００分～１１時４５分 

◇場  所  福島県庁 第一特別委員会室 

◇出席委員  岩崎由美子（福島大学人文社会学群行政政策学類助教授） 

菅野典雄（福島県町村会長） 

今野順夫（福島大学理事・副学長） 

相楽新平（福島県市長会長） 

佐藤和子（ふくしまＮＰＯネットワークセンター常務理事） 

佐藤晴雄（福島民報社編集局長） 

鈴木宏幸（日本青年会議所東北地区福島ブロック協議会会長） 

瀬谷京子（石川町文化協会会長） 

寺島由浩（福島経済研究所理事長） 

柳沼幸男（福島民友新聞社編集局長） 

山浦栄子（会津高田町・会津本郷町・新鶴村合併協議会委員） 

◇議  題  （１）審議会の運営について 

（２）今後の進め方について 

◇配付資料  福島県市町村と県の連携に関する審議会資料（市町村を取り巻く状況） 

◇議事内容 

１ 開  会 

 

○司会（市町村領域市町村行政グループ主幹） 

 皆様、改めましておはようございます。定刻となりましたので、ただ今より第１回福島

県市町村と県の連携に関する審議会を開催させていただきます。 

 本日は第１回目の審議会でありますので、まず最初に委員の紹介をさせていただきたい

と思います。お手元の名簿によりご紹介させていただきます。 

まずはじめに、岩崎由美子・福島大学人文社会学群行政政策学類助教授、岩崎由美子委

員でございます。 

続きまして、福島県町村会長、飯舘村長であります菅野典雄委員でございます。 

続きまして、福島大学理事・副学長、今野順夫委員でございます。 

続きまして、福島県市長会長、須賀川市長であります相楽新平委員でございます。 

続きまして、ふくしまＮＰＯネットワークセンター常務理事、佐藤和子委員でございま

す。 

続きまして、福島民報社編集局長、佐藤晴雄委員でございます。 

続きまして、日本青年会議所東北地区福島ブロック協議会会長、鈴木宏幸委員でござい

ます。 

続きまして、石川町文化協会会長、瀬谷京子委員でございます。 
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続きまして、福島経済研究所理事長、寺島由浩委員でございます。 

続きまして、福島民友新聞社編集局長、柳沼幸男委員でございます。 

最後になりましたけれども、会津高田町・会津本郷町・新鶴村合併協議会委員、山浦栄

子委員でございます。 

なお、本日の会議は全委員が出席しておりますので、「福島県市町村と県の連携に関する

審議会規則」第５条第３項に定めます、委員の半数以上の出席があることを御報告いたし

ます。 

次に、福島県側の出席者についてですが、お手元の名簿のとおりでございますので、紹

介は省略をさせていただきたいと思います。 

それでは次第に戻りまして、佐藤栄佐久福島県知事よりごあいさつを申し上げます。 

 

２ 知事あいさつ 

 

○知  事 

おはようございます。市町村と県の連携に関する審議会の開催に当たりまして、ごあい

さつを申し上げます。 

 皆様には、この度、この審議会の委員を快くお引き受けいただきますとともに、本日は

お忙しい中御出席を賜り、厚く御礼を申し上げます。 

 さて、現在、我が国では、地方分権改革が進められておりますが、平成５年に国会で地

方分権の決議がなされました。そのすぐ後、私ども地方分権について研究会をつくり、平

成６年に本県が全国に先駆けて提唱した「地方分権・うつくしま、ふくしま。宣言」。この

宣言におきましては、特に私ども主張いたしましたのは、住民を基本とした、住民を出発

点としたですね新市町村主義、これが一つです。もう一つは、市町村・県・国の新たなパ

ートナーシップの構築。すなわち国の役割は何かと、県の役割は何かと、市町村の役割は

何かをはっきりさせて、役割分担ですね、はっきりさせて、そしてイコールパートナーと

言いますか、対等な関係でその役割を果たしていこうということの、そういう二つの理念

でございます。その年の知事会で私一生懸命お話ししたこと覚えてるんですが、その年の

暮れには大綱というふうな動きになりました。地方６団体も、実は決起大会等も１０月か

に開催したのを覚えておりますが、そしてその次の年に推進法が５月２２日だったと思い

ますが、国会で通りました。これも驚くほどの早さで通ってしまったというのが私の感想

でございました。そしてその後、推進法という基本的な法だけかと思いましたが、諸井委

員長さんはじめ委員の皆さんの大変な活躍で一括法が２０００年ですか、成立したわけで

す。そして現在の三位一体の改革の動き、すなわち財源も含めたという動きになっている。

一連の分権改革の大きな道標にこの提言がなったと私どもは自負しておるところでござい

ます。一括法は財源を地方に移すということでございましたが、ご承知のようにどうも国

が行き詰まって財源がなくなって、それをこっちに押しつけようとするような、そしてそ

の中でですね、地方の組織までいじりにいじってくるというような様子まで見えてるとい
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う、これは私の個人的な感想でございますが、そういう状況で。三位一体の改革というの

は、地方の自立と裁量の拡大という本来の目的にはほど遠く、未だ道半ばにあるとは言え、

地方分権の流れはですね、私は地方の様々な取り組みの中で、私どもは教育問題もそうで

すが、教育元年だということで、いま福島県の教育についても考えておるわけですが、今

や押し戻されることのない大きなうねりに、私はなっていると思います。 

 県では宣言の提唱から１０年が経過した今、改めて、一人ひとりの住民こそが自治の主

役であるという地方自治の原点に立ち返り、真の市民社会の創造を目指す「『地方分権・う

つくしま、ふくしま。宣言』進化プログラム」の策定作業を進めておりますが、この福島

から真の分権型社会が構築されるよう、一つひとつの課題につきましても、具体的な施策

を展開するなど、真剣に取り組んでいるところであります。 

 お話ししたように、横並びあるいは国に依存するというような状況では地方自治体も立

ち行かなくなってきているんではないか。その中でどう創造的な、クリエイティブな自治

体の運営というのが、どうしていくかっていうのが、私は課題になっていると思っており

ます。 

 こうした中、個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現に向け、行財政基盤を強化し、高

度・多様化する住民の行政ニーズに的確に応えることを目的に、合併特例法に基づく国主

導の市町村合併が推進されてきたところでありますが、本県では、分権時代にあっては、

市町村が住民とともに自主的、主体的に、かつ、責任を持って検討・判断することが何よ

りも重要であるとの基本認識の下、合併を目指す市町村にも、合併しない市町村にも、そ

れぞれの求めに応じて、これまでできる限りの支援を行ってまいりました。 

 その結果、県内では、９０市町村のうち任意協議会も含めますと３分の２を超える市町

村が合併協議を行い、新たに１０の市と町が誕生し、来年３月末には市町村数は６１にな

る予定でありますが、一方では、合併しない宣言をして並々ならぬ努力をしている町など、

住民の選択により自主・自立への道を歩んでいるところもあります。 

  しかし、これらはいずれも、自らの将来の在るべき姿について真摯な議論を重ねるなど、

住民とともに真剣に取り組んできた結果でありまして、自己決定・自己責任に基づく地方

自治の本来の姿であると考えております。 

 私は、それぞれの地域の個性と多様性を尊重し、住民・市町村が主体となる自治を支援

することが、これからの県に求められる役割であると考えておりまして、例えば、一昨年、

行ってまいりましたアメリカのモントレーという市では、人口は約３万人でございました

が、議員は５名でその中から議員同士で首長さんを選ぶということでやっておりました。

フランスの場合日本の市町村に相当するコミューンが約３万６千あるということでありま

すが、その約９割は人口２千人未満で、５０人や１００人のところも存在しており、足り

ない部分は広域連携でやっていると聞いております。本県においても、小規模な町村にお

いて、現行の枠組みに囚われない自治体の形を求めるのであれば、町村とともに国に対し

て具体的な提案を行ってまいる考えであります。 

 こうした考え方については、全国知事会等の場で積極的に発言してきたところでありま
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すが、分権改革が進む中で、今後の市町村の在り方や県と市町村の役割分担・連携の在り

方等について、改めて明確な将来像を示していくことは、喫緊の課題であると認識をいた

しております。 

 委員の皆様には、今後の厳しい状況の中にありましても、市町村が自立した行政主体と

してその力を十分に発揮できるよう、それぞれの専門的なお立場、そして県民の視点から

活発な御議論をいただきたいと思います。そして御意見を取りまとめくださいますようお

願いを申し上げます。なお、あいさつでちょっと私の個人的な主観的な雰囲気の話もちょ

っとしたと思いますが、どうぞ私のあいさつにも囚われることなくですね、自由な活発な

意見をいただいて御意見を取りまとめていただければということをお願いしてあいさつに

したいと思います。本当にお忙しいところありがとうございます。よろしくお願いします。 

○司会（市町村領域市町村行政グループ主幹） 

ありがとうございました。ここで、知事は所用により退席させていただきます。 

 

３ 会長選出 

 

○司会（市町村領域市町村行政グループ主幹） 

それでは次第に戻りまして、次第の３の会長選出に入りたいと思います。審議会規則第

４条の規定によりますと、会長は委員の互選により定められることとされております。委

員の皆様の方からどなたか御推薦等ございますでしょうか。 

○菅野委員 

これだけの人数でありますので、推薦という方法でお願いできればと思うんですが、い

かがでしょうか。 

○司会（市町村領域市町村行政グループ主幹） 

委員の皆さんの方から推薦ということですね。皆様、いかがでしょうか。 

（異議なしの声） 

○菅野委員 

福島大学の今野先生にお願いできればと私は思いますが、いかがでしょうか。 

○司会（市町村領域市町村行政グループ主幹） 

よろしいでしょうか。ただいま、今野委員の御推薦がありましたが、皆様いかがでしょ

うか。よろしいですか。 

（異議なしの声） 

ありがとうございます。それでは、会長には今野順夫委員が選出されました。 

次に、次第の議事に移りますけれども、審議会規則第５条第２項の規定によりまして、

会長が議長となることとされております。それでは今野会長よろしくお願いいたします。 

○今野会長 

今ご紹介ありました今野です。非常に非力でありますけども会長の任を務めさせていた

だきたいと思います。 
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この市町村の在り方と言いますか、広域行政の問題、随分前からやってまいりましたが、

平成１１年度から１２年度にかけまして、県の広域行政推進懇談会というのがございまし

て、今後の福島県内の広域行政をどうするかということで座長を務めさせていただいたと

いうことも関係ありまして、今日、参加させていただいているのかなと思っております。

いろいろ前の推進懇談会の場合には自治体関係者もいらっしゃいましたけども、いろいろ

当時言われてました合併の問題、それから広域連合の問題、あるいは一部事務組合の問題

も含めまして、いろいろ様々な生活のレベルでの広域化に伴ってどうするかっていうこと

で議論しました。全国的に見ますと福島県の場合には、最終的にはいわゆる線引きをいた

しませんでした。ただ合併するときのメリット・デメリット、あるいは広域連合の場合の

メリット・デメリット等々のこともございまして、総務省からも来まして、私も３度ほど

シンポジウムをさせていただいたということでございます。最終的に答申という形ではあ

ったんですが、当時の総務部長さんには私の方から合併のメリット・デメリットもお話し

しましたけども、やはり基本は各市町村の自治の問題であるということで、ぜひ合併を選

択しなかったところも含めて福島県で積極的に支援してほしいという話をして、当時の総

務部長さんも当然であるということで、その旨を行政に活かしたいというお話をしていた

だきました。そういうこともございまして、今回こういう形で懇談会が開かれるというこ

とは、非常に私としてはその当時の検討した者といたしましては、非常に私たちの意向に

も沿うものであるというふうに考えております。この合併問題を中心にいたしまして、や

はり昭和の合併や明治の合併と違いまして、非常に大きな特徴は県内で様々な議論が住民

も含めての議論が行われたということであります。福島大学も地域貢献事業ということで、

単に行政機関や住民だけじゃなくて、私が担当いたしまして、議員さんの、市町村の、特

に町村の議員さんがどう考えているかということで、相馬地方あるいは南会津地方でセミ

ナーという形で４回ぐらい連続で各議会から出ていただいて検討いたしました。私の観測

では、私個人は父親が町会議員を１０期ぐらいやっておりましたので、だいだい父親のイ

メージがあったんですが、随分変わっておりまして、非常に熱心に議論していただいたと

いう、本当に議員さん一人ひとり、どちらかというと合併の問題ですと、議員さんが「壁

だ。」って言うことが多かったんですが、私の感想では積極的に皆さん町のことを考えてる。

結果的には合併を選択したところもありますし、自立の道を歩むところもございますが、

それはある面ではそれほどの川を隔てたものではない、非常に熱心な議論の上でそういう

選択なさったことだろうと思います。そういう意味で先程の知事さんのお話で９０市町村

が６１市町村に来年からはなるというお話でございましたが、私たちとしましては、私個

人といたしましても、それぞれ合併したところも、あるいは合併する予定のところも、あ

るいは自立の道を歩もうとしているところも、やはり今後どういうふうにやっていくか非

常に重要な問題だろうと。実は私、昨日、南相馬合併協議会の給与の一元化の委員会って

いうのに引っ張り出されまして、結局あそこの場合には、給与の一元化を住民代表で決め

るということで、それぞれの町と市から２人ずつと、それから福島県と福島大学から１人

ということで８人でやりました。その話をいろいろ聞きながら、やはり合併したところは
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合併したなりに、合併する方向のところもですねいろんな問題かかえていると。合併しな

いところも同じような問題かかえているということで、やはり都道府県の機能をどう考え

たらいいのか。様々な自立機能とかいろいろありますが、自治機能もありますが、やはり

現在この審議会で考えれば、その市町村支援機能というものを県がどのように果たせるか

ということが今問われているんだというふうに思っております。私は県がこういう形で審

議会をつくられたことに非常に期待をしておりまして、ぜひこの場を通じて住民の皆さん

の思い、あるいはそれぞれの自治体で苦労なさっている方々の思いをここに反映させてい

ただいて、ぜひ県にはこういうことをしていただきたいということも含めて、更に今回の

審議会のものですと、制度の枠内だけで考えるのではなくて、国に対しても制度をこう変

えてほしいということもぜひ議論してほしいというふうに言われてますので、皆さんの積

極的な制度の枠に囚われない積極的な御議論を期待しているわけでございます。なんか個

人的なことをお話しして申し訳ございませんが、ぜひ活発な御議論のうえ、福島県民、そ

れぞれの市町村の住民にとって展望のある、いわば意見がまとめられたらというふうに思

います。簡単ではございますが、ごあいさつに代えさせていただきます。 

 

４ 議  事 

 

○今野会長 

それでは、議長の役割をさせていただきます。まずですね、事務局の方からも連絡いた

だいているんですが、議事録署名人の指名をさせていただきます。議事録につきましては、

非常に申し訳ないのですが、名簿の順によりまして、岩崎由美子委員と菅野典雄委員にお

願いしたいと思いますが、よろしいでしょうか。よろしくお願いいたします。 

 

（１）審議会の運営について 

 

○今野会長 

 それでは、１番目の議事、審議会の運営についてですが、この点につきましては３点を

確認いたします。第一は、審議会の公開の問題でございます。県の「附属機関等の会議の

公開に関する指針」というのがございますが、この指針に基づきまして、この審議会は原

則として公開とさせていただきたいということでございます。それが第一点です。それか

ら第二番目は、議事録の公開ですが、議事録についても審議会の透明性を確保するため、

県のホームページに掲載するなど公開させていただきたいということでございます。それ

から第三は、委員の代理出席の問題でございます。一般的に、審議会の委員は一身専属的

なもので、代理出席になじまないということで、代理出席については認めないということ

にさせていただきたいと思います。以上３点、こちらの方から審議会の運営について提案

をさせていただいたんですが、このような取扱いでよろしいでしょうか。 

（異議なしとの声） 
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それではそういうことでよろしくお願いいたします。 

それでは次に、議事の（２）ですが、今後の進め方についてということになりますが、

それに入る前に、本審議会の審議事項や審議会設置の背景等について、先ほど知事からも

お話がありましたが、資料等もすでに配付されてありますので、再度事務局から詳細につ

いて説明願います。よろしくお願いします。 

○総務部長 

総務部長です。今、会長からお話ありましたように知事あいさつ、あるいは会長からの

ごあいさつの中で尽きてる部分もありますが、お手元の資料を参照していただきながら若

干の重複をお許しいただいてお聞き取りをいただきたいと存じます。お手元に「附属機関

の設置に関する条例」の抜き書きがございますが、その中で別表で今回新たに設けること

となりましたものが「福島県市町村と県の連携に関する審議会」、この審議会でございまし

て、その担任する業務としては、「市町村と県の連携に関する重要事項を調査審議する」と

いうことがうたわれておるわけでございまして、具体的な項目といたしましては、私ども

としては、地方分権の進展あるいは少子高齢化など社会経済情勢の変化している中で、こ

れらに対応いたしました「今後の市町村の在り方」、あるいは合併するしない、そういう選

択をした市町村ということでありますけども、そういった市町村の今後の在り方はどうあ

るべきかという点が一つ。それからもう一つは、県がこれらの市町村をどう支援するかと

いうことも含めまして「県と市町村の役割分担と連携」をどのように図っていくべきか。

この２点だというふうに思っているところでございまして、これらにつきまして、今後具

体的な施策を立案をしてまいりたいということで考えておるわけでございますけれども、

実際に市町村の経営にあたっておられる市町村長の代表の方、あるいは専門的観点からの

学識経験の方々、あるいは住民の視点からということで住民代表、あるいは民間団体の方々

に御意見を伺いたいということを企図いたしまして設置をいたしたものでございます。ま

た抜き書きのほうに戻っていただきますと、この審議会につきましては平成１８年３月３

１日までということで、焦眉の急というか喫緊の課題だということで、早急に御意見の取

りまとめをお願いをいたしたいというふうに思っているところでございます。従いまして、

本日を含めまして、私どもとしては４回ないし５回の開催ということで、短時間の中でご

ざいますけども皆様方からは多くの御意見、議論を密度を濃く重ねていただきまして御意

見を取りまとめていただくようお願いをいたしたいと存じます。また先ほど会長のお話あ

りましたけれども、現在の法制度に囚われない議論についても、私どもとしては避けて通

れないというふうに思っているところでございますので、併せてお願いをいたしたいと存

じます。なお、市町村を取り巻く状況等の詳しいことにつきましては、別途担当参事より

ご説明をさせていただきます。 

○今野会長 

どうもありがとうございます。それではまたよろしくお願いします。 

○市町村領域広域行政グループ参事 

広域行政参事の星でございます。資料お配りしております市町村と県の連携に関する審
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議会資料というもの、市町村を取り巻く状況というものがお配りさせていただいておりま

す。ご覧いただければと思います。大きく分けまして、市町村を取り巻く状況、一般的な

状況と、県内の市町村の状況についてそれぞれ項目ごとに主なものをまとめてあります。 

まず１ページをお開きいただければと思います。市町村を取り巻く状況、一般的な内容

でございます。４点ほど挙げられるのかなと思います。あいさつにもありましたけれども

地方分権の進展、少子高齢化、日常生活圏の拡大、財政状況の悪化ということであります。

地方分権の進展につきましては、１２年４月に分権一括法が施行されまして、市町村が住

民の多様なニーズに迅速に対応してですね、自らの判断と責任に基づいた行政運営を行う

ということが求められています。２点目、少子高齢化の進行でありますが、人口の減少あ

るいは高齢化が進む中で、地域社会の主な担い手たる人々が減少するということ、あと高

齢者の増加という形で急速に変わっていく地域社会にどういうふうに対応するのかってい

うことが市町村に求められております。３点目は、日常生活圏の拡大ですが、ご存じのよ

うにこれは自動車の普及、道路、交通網等々の発達によりまして、住民の日常生活圏は市

町村の区域内で行われているんじゃなくて、広範に活動をしているということで、そうい

うものに行政が対応することが求められている。４点目、財政状況の悪化でございますが、

ご存じのようにですね、１７年度末で国の借金残高約６０２兆円、地方が２０５兆円とい

うふうに予想されておりまして、重複分があるので除きますと、国・地方あわせて約７７

０兆円の借金の残高になるというふうに見込まれております。国も地方も大変厳しい財政

状況の中でどうやって行政を効率化していって、行政基盤を強化していくかということが

今求められていると。これは本県に限らず全国的に求められているということ。そういう

ものを背景として市町村は行財政基盤をどうやって強化していくかということが今一番求

められているというふうに考えております。 

県内の市町村の状況につきまして、次にご説明したいと思います。２ページをご覧いた

だきたいと思います。ちょっとＡ３の表で小さくて見づらいかもしれませんけどもご容赦

いただければと思います。面積と人口が書いてありますが主に人口についてご説明したい

と思います。国立社会保障人口問題研究所の調べでございますが、本県の１１年の３月末

の住基人口は、一番下の欄をご覧いただきますと１１年の３月の一番下ですが、２１３万

８千人ほどでございます。それが一番右側の２０３０年にいきますと約１８５万５千人ほ

どに。約２８万人減少をするということがあります。これは市部の人口が約７．２％ほど

減少するんですけども、町村部の人口がですね約２５．６％減少するという大きな、特に

町村部の人口減が激しくなるということがあります。高齢化率の方もそれぞれアップする

ようになります。特に高齢化率につきましては、２０３０年のところの６５歳以上の高齢

化率のところをご覧いただきますと５０％以上というところになるところがですね、３３

番の伊南村、５１番の三島町、５２番金山町、５３番昭和村ということで奥会津地方のと

ころが５０％以上を超えるだろうというふうに予想されております。じゃ４０％以上はど

うなのかと、４０％台ですね、見ますと１４番の国見町からですねだいたい数えてみます

と約２０団体あります。特に阿武隈地域、あるいは会津、あるいは中山間地域、こういう
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ところの町村部が４０％台になるということが予想されております。３ページの表はです

ね、それを、いまのものをですね人口の少ない順にソートしたものでございます。これは

説明を省略させていただきます。次に４ページをご覧いただきたいと思います。４ページ

以降は広域的な行政なり、生活圏がどうなっているのかというのをまとめたものでござい

ます。まず４ページ目のア・広域市町村圏の状況でございますが、広域市町村圏につきま

しては福島地方広域行政組合以下ですね安達から双葉地方まで９つの広域行政組合等があ

りまして、地域整備のためのいろいろな計画等を定めながら広域的な対応をしているとい

う状況でございます。５ページでございますが、５ページはし尿処理に関する一部事務組

合の状況でございます。伊達地方の衛生処理組合、安達、須賀川、石川とまいりまして田

村の広域行政組合まで１６の広域的な事務組合でし尿処理が行われております。６ページ

をご覧ください。今度はごみ処理の一部事務組合でございます。これにつきましては伊達

地方の衛生処理組合、安達、田村といきまして１４番の双葉地方広域市町村圏組合まで１

４の一部事務組合でそれぞれ広域的に行われております。７ページは消防でございます。

消防のほうにつきましては、伊達、安達、郡山、須賀川、白河とずっといきまして双葉地

方の広域市町村圏組合で１０の地域で広域的な消防に関する事務が行われております。８

ページでありますが、８ページは介護保険の認定でございます。介護保険はそれぞれの市

町村が保険者になって今やってるんですけども、その認定事務を共同してやろうというこ

とで、一番目の桑折・伊達・国見からですね双葉地方の広域市町村圏でやってるものまで

１４でそれぞれ共同で事務を処理している状況にあります。９ページをご覧ください。９

ページはごみ処理の広域化計画のブロックでございます。広域的にごみを処理しなくては

いけないということで、広域的なブロックをどうやってつくろうかということで県の方で

定めたものでありますが、県北、県中、県南、会津、相馬、双葉、いわきということで７

ブロックで現在計画を策定しているところであります。１０ページは県の長期総合計画の

地域計画と地域保健医療福祉圏でございます。県の方は長期総合計画で、７つの生活圏と

いうことで今それぞれの整備なり進行を図っているところでありますが、県北、県中、県

南、会津、南会津、相双、いわきというこのブロックごとに長計の地域計画と地域保健福

祉計画がだぶって計画をしているところであります。１１ページからは生活の一体性に関

する指標等の圏域であります。まず１１ページは通勤圏ですが、ご覧になってわかります

ようにだいたいですね市部への人口移動といいますか通勤をしている様子がわかると思い

ます。中通りですと伊達・安達郡から福島市、あるいは二本松市、郡山市、あるいは須賀

川市、白河市と。会津にいって、喜多方、会津若松市といった感じでだいたい市部への通

勤が多い状況になっております。１２ページ目は、今度は通学でございます。通学もだい

たい今の通勤と同じような傾向が見て取れます。１４ページは商圏、日用品でありますが、

日用品もやはり市部への移動が多い状況になっております。１５ページ、今度食料品です

が、食料品はちょっと市部への移動が前のよりもちょっと弱いのかなという感じはいたし

ます。どうしても食料品ですので近場で購入するという傾向がちょっと強いというふうに

見て取れます。次１６ページでございます。県内のですね各市町村の議員さんの数、職員
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の数、今どういうふうな状況にあるのかというのをまとめたものでございます。これをご

覧いただきますと各市町村とも行財政改革ということで今真剣に取り組んでおりまして、

議員数とか職員数も減少しております。議員数で見ますと、１１年の一番下の数字を見ま

すと市部で４２１人、町村部で１，２０９人、トータル１，６３０人でございますが、１

６年の状況を見ますと、市部で３９２人。２９人減っております。町村部で１，０７８人。

１３１人減っているという状況にあります。あと職員数をご覧いただきますと、１１年の

一番下の数字を見ていただきますと、市部で１４，１３１人、町村部で８，９３５人がで

すね、１６年の状況を見ますと市部で１３，３２８人。８０３人減っております。町村で

８，２２２人。７１３人ほど減っております。そういう状況にあります。１６年のその右

のうち専門職の状況でありますが、土木、あるいは建築、農林水産の技師ですね、ここら

辺につきましては、やはり市、あるいは規模の大きい町村の方にやはり採用がされており

ます。どちらかというと規模の小さい町村ではですねやっぱり専門職員まで採用すること

がなかなか困難。小さい町村の場合はどちらかというと一人で何役もいわゆるオールマイ

ティ型の職員を要求していることもあってですね、なかなかそういう専門的な職員ていう

のは小さい町村ではなかなか採用されていないという状況にあります。１７ページはそれ

を人口の少ない順にソートしたものでございます。１８ページでございます。１８ページ

につきましては、県内の市町村の財政の状況でございます。なお１６年の数値につきまし

てはですね、今決算の調整をやっているところでありまして、速報値ということでご理解

いただければと思います。財政力指数はその団体の財政力を示す指標の一つでありまして、

１に近いあるいは超えるほど財源に余裕があるということでありますが、見てみますと本

県の単純平均で１１年が０．４、１６年は０．４２ということになって、ほぼ横ばい。個

別の団体見ても概ね同様の傾向が見て取れます。三割自治というふうに言われますけれど

もだいたい本県の場合０．４程度ということであります。その隣の経常収支比率でありま

すが、その団体の財政構造の弾力性を示す指標でありますが、経常的経費に一般財源がど

の程度充当されたかというのを見る指標であります。一般に市の場合は８０％以上、町村

の場合は７５％以上が危険ゾーンというふうに言われております。本県の市町村の平均値

は１１年度が７４．９、１６年度は８６．２と１１．３ポイントほど上がっております。

この傾向は個々の団体においてもほぼ同様であります。経常収支比率が県全体で平成２年

度以降増加傾向にあったわけですが、１６年度のポイントはですね、１１年度と比較して、

経常収支比率を求める算式の分母の一部を構成しております地方交付税と臨時財政対策債

というのがあるんですけれど、これは一般財源という形になるんですけれども、それがで

すね、１６年度の場合は地方交付税と臨時財政対策債合わせて１２％ほど、マクロベース

ですね、１２％ほど減額になりました。その影響が各市町村の方に響いておりまして、各

市町村とも１６年度の予算を組むのは大変だったというところがありまして、その関係で

経常収支比率が軒並み上がっているという状況にあります。その次の起債制限比率であり

ますが、これは地方債を発行する場合の制限をするための指標なんですが、公債費負担が

ですね、高い団体については地方債発行が制限されております。本県の場合は１１年度が
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平均しますと９．４、１６年度が９．６とだいたいほぼ横ばい状態にあります。一番右で

すが、ちょっと見づらくてすみません。一番上のちょっと線がかぶっていますが、ここに

書いてありますのは、将来にわたる実質的な財政負担を標準財政規模で割った数値がこれ

に書いてあります。これは地方債の残高、各市町村でどれだけ今借金があるかと、それと

債務負担行為どれだけあって、そういうものを翌年度以降どれだけ支出しなければならな

いかというものから基金残高を引いた実質的な将来の財政負担額であります。この実質的

な財政負担額が標準財政規模のどのくらいを占めるのかというものを表したものでありま

す。１６年度で見ますと、０未満て言いますか、０未満て言いますのは貯金の方が借金よ

りも多いですよというような形になりますが、０未満は２団体、２倍以上は３１団体あり

ます。県の平均で見ますと１１年度が１４９．４からですね１６年度は１７９．７という

ことで、各町村とも２倍、３倍くらいの、標準財政規模の２倍、３倍の今後の後年度負担

を抱えているという状況があります。２０ページをご覧いただきたいと思います。２０ペ

ージは県内の市町村の状況と、先ほど知事のあいさつにもありましたが、６１市町村にな

るというのを網でくくったものでございます。いま合併協議会が行われておりますのは、

福島・飯野・川俣の合併協議会と本宮・白沢でいま合併協議会が行われているという状況

にあります。２１ページは省略をさせていただきます。２２ページでありますが、２２ペ

ージにつきましては、私ども今後の市町村運営と県の役割に関してですね市町村長と個別

に意見交換をさせてもらっておりまして、今現在１９市町村において終わりました。その

主な市町村長の意見についてご紹介したいと思います。まず、行財政運営の将来見通し・

課題でありますが、地方交付税の先行きが不透明で、財政運営の見通しが立てられないん

だということ。あと自主財源の確保も必要だけども、課税客体自体が乏しいということ。

あと徹底した行財政改革の実施をしなければいけないと、そうは思っているけども住民サ

ービスの低下との関係でどこまでサービスを低下させるかというところで悩んでいると。

あと一部事務組合についても市町村と同様に行革をしなくてはいけないと。あと小さい小

規模町村ではですね、職員が少なくて一人で何役もの仕事をこなしていると、正直言って

ミスが生じないか大変心配していると。あとこういう中で職員、住民ともに今の変化する

時代に対応した意識改革が必要だというようなことであります。あと行財政体制を確立す

るに当たっての対外的、まあ国、県への関係でありますが、権限移譲、規制緩和等につい

ては、土地利用関係の許認可の権限移譲を望む声が大変多くございました。これはどちら

かというと規模の大きい団体でございます。一方規模の小さい団体におきましては、行革

によって人員削減を徹底してやっているので、これ以上権限移譲されても困るというよう

な声もありました。あと県の許認可の処理日数を短くしてほしいとかですね、一律とせず

地域性にあった規制緩和、運用改善をしてほしい。あと近隣市町村との連携をどういうふ

うに今後図っていきますかということについては、やはり財政的にいま容易でない国民健

康保険、あるいは介護保険を広域で実施できるといいというふうに考えてる。あと今自主

財源で市町村民税をどうやってとるかということが大変なんですが、不納の分をどう解消

するために徴税事務を広域で実施できないかということであります。あと電算、いわゆる
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ＩＴ関係の専門性のあるものを広域で実施できるといいということ。あと県に期待する役

割では、国保、介護を県で保険者になってもらえないかということ。あるいは徴税事務に

ついても協力して、あるいは法律、ＩＴ関係の専門性の高い事務を支援してもらいたい。

あと地方振興局、県の出先機関の権限を強化してほしいというような意見でありました。

以上、ちょっと走りになりましたけれども、県内の市町村の今の状況についてご説明を申

し上げました。 

○今野会長 

どうもありがとうございました。かなり詳しい説明をしていただきましたが、何か今の

説明で議論の前提になるような、個別の自治体が云々というよりは、議論の前提になるよ

うなもしご質問等がありましたら確かめておきたいんですが。何かございませんでしょう

か。ちょっと確かめておきたいとか。特にございませんですか。それじゃ、議論の過程で

もし必要がありましたらまた事務局の方に説明していただきたいと思います。 

 

（２）今後の進め方について 

 

○今野会長 

先ほど部長さんの方からございましたように、特に（２）の今後の進め方のところで、

大きく言いますと二つ議論の柱が言われております。一つは今後の市町村の在り方をどう

考えるかという問題。もう一つはそれと今回特に大きいんですが、福島県と各市町村の役

割分担・連携をどのようにやっていったらいいんだろうかと。この二つが今回の我々に課

せられたテーマということになりますが、その点でぜひ、今の事務局からの説明も踏まえ

ながら、すべての委員がぜひいろいろ今までの経験から持っていらっしゃるところをこの

中で御意見をいただきたいなというふうに思っています。時間も限られておりますけれど

も、一度話してまたいろいろ他の委員のお話も聞いて、一定の修正あるいは資料というの

も必要になるかもしれませんので、その辺はあまり気になさらないで、できるだけ全員が

御発言いただければというふうに思っております。それでは最初に非常に話しにくいかも

しれませんが、まず主には今後の市町村の在り方というところで御意見等ございましたら、

相楽委員とか菅野委員からまず口火切っていただければと思うんですが、いかがでしょう

か。 

○相楽委員 

先ほど知事さんからもお話ありましたように、例えば広域行政を推進するにいたしまし

ても、また合併を推進するにいたしましても、今までのように県とか国とかに依存する体

質ですね、そういうところからできるだけ早く脱却して、いわゆる自分たちの地域の自治

については自分たちの住民の責任によって役割果たしていくということでありますから、

今まで以上に地方自治というのは難しい局面に来ているのではないかと思いますね。それ

は例えば福島県におきましても大きな自治体は３０万を超えてると。小さい自治体は１，

０００人足らずのところもあると。こういったこの規模の違いですね。規模の違いによっ
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ていわゆる住民サービスの在り方、あるいは住民サービスそのものがですね、格差が拡大

してくるということが予想されますね。ですからそういうときに市町村の役割と、県と市

町村の連携の問題で考えたときに、本当に県民が等しく同質同量のサービスをしていただ

くという観点から考えた場合には、規模による格差が非常に大きくなってくると。ここの

ところどういうふうに県として調整していくかっていうことが私は大きな課題ではないか

と思いますね。それから連携とかいろいろなこと、これはハード・ソフト面にわたる連携

があると思いますが、実際合併とかなんか取り組んでいる過程において、市民の皆さん、

これは各自治体の市民の皆さんによって違う方もいらっしゃると思いますけれども、特に

感じることは例えば合併をしたいというふうに思っても地域の一体性を確保し難いような、

例えば交通条件であるとか、そういうものが結構あるというふうなことが言われておりま

す。ですから広域行政をするにいたしましても、それから市町村合併を推進するにしまし

ても、あるいはまた自己決定の原則に基づいて合併しないで自立を求める自治体にとりま

しても、これやはり一番大事なことは交通のネットワークとか情報のネットワークとかで

すね、そういうものをきちっと条件整備をするということがやはりこれからの自治体に求

められる大きな仕事じゃないかと思っております。 

○今野会長 

どうもありがとうございました。続きまして菅野さんお願いいたします。 

○菅野委員 

二つほどお話ししたいと思います。一つは先ほど知事さんも話しましたように分権一括

法が４年前にできました。中身はともあれ画期的な私は法律なんだろうと思います。今ま

で縦だったものが横になるということ、ですが私たちの考え方なり組織なり頭の中がそう

なったかというと、まったくなってない中で合併論議が今進められているということでは

ないかと思うんですね。ですから、本来はそのいままで１００年以上も続いてきた中央集

権の体質が地方分権の形に変わったということを、本気になって我々はどういうことなの

かということを意識改革も含めてシステムもやっぱりやっていかなければならないはずな

のが、どうもやっぱりその辺が合併論議で消されてるというところに問題があるんで、地

方自治体としてはしっかりとそれをやってく必要があるんだろうなと、意識改革も含めて

やっていかなくてはならないんだろうなと、こんなふうに思っているのが一つです。 

それからもう一つは、非常に財政が厳しくなってきて、小さいからこれからやっていけ

ないよと、こういうような言い方を国はしてるんですが、大きな間違いだろうと思うんで

すね。なぜこんなに全国の自治体が厳しくなってきたかっていうと、これはここ１０年く

らい景気回復のためにどんどんと公共事業やれやれやれということで我々に勧めてきた。

あるいは我々もやってきたというところに問題があるんだろうなと思っているんですが、

それを懲りずに相変わらず合併を進めて特例債でやるというこの考え方がやっぱりある。

合併が悪いって言っているんじゃないんです。これはこれでいいんですけども、いわゆる

そのいままでの効率、経済性、スピーディーにというこの発想でこれからやってくという

ことになりますと、その合併特例債にしろあるいはその他の問題にしろ、やはり同じこと
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をまた繰り返すということになるんではと思います。ですからやはり自治体そのものが今

までとやはり違って、ちょっと宣伝になるかもしれませんけども、スローライフ的な考え

方、あるいは生活重視の考え方というところにやはり我々は本気になって、自治体がその

節約も含めて、行財政改革も含めてやっぱり必死になってやっていかなきゃなんない。こ

れは大きい小さいの問題でもないし、合併したしないの問題でもないということではない

のかなという気がしますから、その辺をどれだけやはり深い認識を持って取り組めるかと

いうところの差が出てくる、あるいは出てこないような対応というものが必要なんだろう

なと、こんなふうに私は思っております。 

○今野会長 

どうもありがとうございました。市町村の在り方ということなので、最初に、現実に執

行担当者ということでやられておられますんでお話いただいたんですが、できるだけフリ

ーに討論したいと思っていますので、どなたかもしありましたら挙手をお願いします。感

想でもかまいませんけども、いかがでしょうか。それじゃ岩崎委員お願いいたします。 

○岩崎委員 

発言がないようなので隙間を埋めるようなつもりで発言させていただきます。私自身は

実は農業とか農村の活性化を専門的に勉強しておりまして、特に過疎中山間地域の地域づ

くり、地域活性化の在り方とか条件とか方向性とか、そういったようなことを今いろいろ

な事例を調べてですね考えているところなんです。そういう立場からちょっと今の今後の

市町村の在り方であるとか県と市町村の役割分担について、感想めいたことをお話しさせ

ていただければと思うんですが、今、過疎中山間地域、まあ福島県ほとんどが過疎中山間

地域と言ってしまっていいんじゃないかと思うんですけども、非常に厳しい局面迎えてい

るわけなんですね。実は今、南会津の振興局の仕事で、様々ある地域資源を使って起業を

するって言うんでしょうか、業を興すって言うんでしょうか、コミュニティビジネスのよ

うなものをなんか住民が主体になってやっていけないだろうか、それも単にそこに従来か

ら暮らしている住民だけじゃなくて、Ｉターン、あるいは交流人口というような形で入っ

てこられるそういった人々も巻き込んだ形で内発的な仕事興し、産業興しができないもの

かっていうような検討を今やっているところで、そこにちょっとアドバイザーという形で

参加させていただいております。そういう議論をいろいろ聞いてく中でですね、やっぱり

非常に重要なのは、これからの産業振興を考える上でも、今までのように企業誘致をして

そこにできるだけ雇用者を増やすという方向性ではもう成り立たなくなってきているので

はないかなと思うんですね。やはり住民が地域の資源を発見して、それをどう活用して仕

事をつくっていくか、外に売り込んでいくか、そういう方向がこれから欠かせないんじゃ

ないかなというふうな印象を持っております。その意味でですね、今非常に注目されるの

が、各地で直売所であるとか、あるいは農産加工のような形で特産品開発をするとかです

ね、そういうような動きが農山村で始まっていて、その中心的な役割を担っているのが女

性と高齢者なんですね。そういった方達のなんて言うんでしょうか、組織化であるとか、

あるいは意欲を引き出して必要な情報を繋げて商品化に持っていくとか、売り方、マーケ
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ティングを考えていくとか、そういうような形でですね住民の皆さんの活動に寄り添って、

伴走してですね支援できるような役割が非常に重要なんじゃないかと思っておりまして、

そういった伴走者の役割っていうのは、おそらく市町村の職員の方が一番住民にとって顔

の見える近い存在ですから期待できるんじゃないかなと思うんですね。ただですね、現状

を見てみると先ほどの説明の中にもありましたように、住民に寄り添ってですね内発的な

力を引き出すインスパイアー的なあるいはコーディネーター的な役割をするにはどうも今

の市町村、特に小さな小規模町村の職員さんはあまりにも忙しすぎてですね、なんて言う

んでしょうか、とてもそういう意欲はあってもですね、それを思う存分発揮できないと言

うんでしょうか、なんかそこで非常に狭間で苦しんでおられるような職員さんがたくさん

いるんじゃないかなあと考えてるんですね。そんな意味で２番目の議題で、県と市町村の

役割分担と関わってくるんですが、そういったようないわば専門職的なですね、住民に寄

り添って必要な情報を提供し住民達の組織化に繋げていくようなですね、そういった役割

を県の方で支援できないかと思っております。その意味ではこれまで例えば農業改良普及

系統などでですね、普及員さんはそういう役割をこれまで担ってこられたわけですよね。

いろいろな各地のそういったコミュニティビジネス、農山村のコミュニティビジネスで成

功した事例をみても、やはりその裏にはですね、仕掛け人として普及員さんが非常に大き

な役割を果たしているような事例が多いものですから、そういった普及のノウハウのよう

なものを現代に活かしてですね、なんとかその住民の皆さんの内発的な力を引き出すよう

なですね、そういう支援を県と市町村が連携をしてやっていけないだろうか、というふう

に考えているところです。ちょっと感想めいた話ですが、申し訳ございません、以上です。 

○今野会長 

どうもありがとうございました。専門職、これ全国的なあれなんですけども、市町村、

特に農林業がいわゆる日本の経済の関係でずうっと衰退していく過程で、町村の役場の職

員のですね、まー全体が減ってるんですけども、その減り方がかなり農林関係とかそうい

うところがずっと減っている。そういう構造がどうも全国的にあるみたいですね。それは

専門職やるかどうかは別として、今のはもう少し県がそういうところにできないかという

御議論だと思います。その他ございませんでしょうか。はい寺島委員、お願いいたします。 

○寺島委員 

広域、市町村と県との関係とか何か、具体的に今申し上げるものは持っていないんです

が、ちょっと経済界の方から一言ちょっと申し上げたいと思うのはですね、先ほどいろい

ろ議論出ておりますように、これからの日本社会、特にその地方というのはですね、昨日

もいろいろ講演で申し上げてきたんですけども、先程ちょっと話に出ました少子高齢化の

問題。例えば労働人口が２０５０年に３千４百万も減っちゃう。外人入れたらいいんじゃ

ないかとか、女性の職場もっとって言いますけど、これまったく不可能でございます。そ

れから三位一体の問題、まだこれは地方交付税２兆８千億減らすと、それから税源移譲す

る、一応そこまで決まってますが、これからの問題としておそらくかなり税源の削除とい

うのは出てくる可能性が大きいんではないかと。財政赤字の問題、これは先ほどもお話出
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ましたように７８０兆円、プライマリーバランスで１５兆円ほどマイナスでございます。

ここ黒字にして、さてそれでいいかというとなかなかそうはいかない。それから地方の問

題としてですね、景気がよくなってきて、おそらく私は踊り場はもう脱出したというふう

に思ってますが、あと１年半、２年後にまた下降局面に入っていくんじゃないかと懸念を

持っております。ま、これは時間かかりますんで話はいたしませんが、その中で地方の問

題として二極化の問題が非常に深刻になってきていると。その都市部と地方との二極化は

ですね、ますます開いてきている。これいままで川上依存型ということで、１５年くらい

前まで大手企業がよくなると地方が、福島だってそうですけど、１０ヶ月ぐらい過ぎると

必ず景気がよくなってきた。先々月ちょっと群馬と長野の経済研究所の理事長といろいろ

意見交換してきましたけど、長野も群馬も全く同じでございます。これがもう地方でです

ね、川下で元気を出そうかねと、これは民間も自立、それから行政もやっぱり市町村を中

心にして自立をしていかなくてはならない。この場合に企画力、これが非常に私は大事に

なるんじゃないかと。人材の育成、そこのところは県の方でもいろいろやっぱり支援をさ

れて、そしていろんなプロジェクトをですね、指導しながらやっていかざるを得ないんで

はないかというふうに思っております。いずれにしましても縮小社会、縮小経済、これ先々

見ますと今日本ていうのは４兆３千億ドルぐらいのＧＤＰ持ってまして、ドイツとかフラ

ンスとかの倍以上のＧＤＰ持っている。大国であるには違いないんですけど、これからま

すます地方っていうのは経済的に非常に大変な時代を迎えてくるというふうに思っており

ますので、早め早めにやっぱり、昨日は企業の皆さんにかなり発破かけてきたんですけど、

行政の方もですねやはりそういう感覚が必要ではないんでないかと。これから県と市町村

の在り方とか何かっていうのは私も少しずつ申し上げたいと思いますが、当面今日はそう

いうその懸念材料があるということを申し上げておきたいというふうに思います。 

○今野会長 

はいありがとうございます。その他ございませんでしょうか。菅野さん 

○菅野委員 

よく言われるのに、これからどんどん専門職が必要だと、先ほども小さな町村は忙しく

しているとあったんですが、専門職というとどうしてもやっぱり、言葉どおりの専門職、

事務的にとか、法律的にとか、あるいは研究技術的にっていう感じにとられがちなんです

ね。これはいままでのだと思うんですが、考え方によってはですね、多分これからは住民

と一緒に汗をかいたり、懐に入ってったりするところのそういう専門性も考えていかなけ

ればならない時代にきているんではないかと思うんです。そうすると一概に、いわゆるそ

の大きな規模でプロフェッショナルがいっぱいいるからいいという話ではないということ

もありえるということなんですね。ですからどうも日本は何て言うんですかね単線型の考

え方がどうしても多いと。ですがこれからはやっぱり複線型、教育にしろ何にしろそうで

すけども、複線型の考え方を入れていかなければならないのかなというふうに思ってます。

昨日もちょっとお話ししてきたんですが、自民党政調会でですね。今、道路財源が厳しい

から、今やっているところは急いで大金をかけてやっちゃうけども、新しいところは一切、

 16



今ストップをしているという、例えばですねそういう話なんですけども。そうなるとそれ

は一方ではいいんですけども、どんどんどんどん不満が募ってくるというのもある。です

から話し合いなり何なりすれば、場合によっては小さな金額を長年かけてなおすというこ

とも複線としてあってもいいのではないか。そんなようなことも話したり、河川なんかも

ですね、なんか私らも要望あると、必ずそれは県に伝えるしか方法はないんですけども、

どうしてもやっぱり我々市町村の先端でやってますと、やってあげたいなとか、一つぐら

いはやりたいなという思いがある。その時に両方で共同でお金を出し合うとかっていうよ

うなこともあっていいのではないか。県の管轄だから県がやるんだという発想ではなくて

ですね。ですから複線的な考え方をやはりこれからどんどんやっぱり基本的に入れていか

ないと県と市町村の関係とかですね、あるいは町村の在り方というところに、今までと同

じような形になっていくんではないかなと、こんなふうに思っているところであります。

一つ専門性ということで、極端な話、これ言っちゃってどうかわかりませんけども、普及

員の皆さんなどは市町村に配置の方が遥かにいいんだろうと思うんです。 

○今野会長 

はいどうもありがとうございました。相楽さんどうぞ。あとできるだけ皆さんぜひ御発

言いただいて。 

○相楽委員 

簡単に申し上げますが、実はたまたまですね、旅行しててね、ある県の公共事業の設置

に関する考え方の違いっていうのがほんとに如実に現れた例があるんですね。それ何かっ

ていうと、今市町村の中でも過疎と、過密はあまりありませんけどね、過疎は非常に大変

ですね。そこでこれは山口県だったと思いますが、県で建設する公共施設、例えば文化セ

ンターとか博物館ですね、こういうものは過疎地に設置しているんですね。そのことによ

って、その大都市の場合はいわゆる自らの企画で文化施設など設置できますけども、過疎

地はそれはできない。で、ある一定の広域的な役割を果たすわけですね。そういう非常に

過疎の大きいところに県で積極的に公共事業の投資をしていくということで全体の景気の

バランスをとってるというふうなことを現に見てきておりますので、今後県でそういう役

割を果たせるような職場があるのかどうかと、これからですね。いっぱい施設はできてま

すから、これ以上施設はいらないということもあるかもしれませんけども、また新しい時

代の新しい施設ということも話題になってくると思いますから、今後新たな政策展開の時

には、そういう過疎地に対する思いやりって言いますかね、そういうこともやっぱり私は

必要になってくるんじゃないかというふうに思っております。その他いろいろ、こういう

ことどうかなってこともあるんですが、例えば今、集落崩壊社会なんて言われますね、い

わゆるこの農村地帯っていうのは、昔はいい生活圏を形成していたわけでありますが、だ

んだん職業の構成が変化いたしまして、離農したりあるいはまたそこでサラリーマン生活

したり、まったく都市と同じようなもの、混在社会になってきておりますね。なおかつ都

市とあまり変わらない、道路は舗装されてる、それから上下水道なんかも整備されてる、

通信手段もきちんと整備されてると。都市と農村の概念そのものが今までのような概念既
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成だけではですね、これはなんて言いますかね、政策的にやってく場合には相当そこに違

いが出てきてると思うんですね、従来の考え方と。ただしいわゆるこの離農して生活がそ

こでなかなかできなくなって、移動して都会の方に行ってしまって集落の戸数がだんだん

少なくなってきてるという現象があります。なんとかそこにですね、やはりあのー、新た

な居住民をですね、これをこの導入するということになりますと、今いろいろな法律でで

きないんですね。ですから農村にある良質な宅地が放置されてる状況なんです。これは何

とかできないかということで、じゃ特区でやったらどうかと、ということで特区で申請い

たしましたところ、現行法令でこれはクリアできるというふうなお話になって、じゃ法律

をどのようにクリアすればいいんですかということでお答えを求めてる訳ですが、今のと

ころお答えはいただいてないということなんですね。ですから例えば工業団地にいたしま

しても、いま製造工業ってほとんど中国とかよそに行ってますね。だから工業専用団地、

工専ですね。こういうところに他の業種が入れないんですね。ですからやはりそういうと

ころをですね今市町村で都市計画審議会を開いて、そして県が云々すればある程度の市街

化区域については差し支えないよというふうなこと言われましても、現実に手続きをとっ

てもらったりすると、例えば工業団地の一宅地が、そういうことだけ認められるかどうか

という問題がありますので、こういった都市計画法との関係とか農振法の関係とかですね、

そういうものやっぱり市町村が実際悩んでいる大きな面でございますから、いわゆるそう

いう問題が出た自治体だけに指導するんじゃなくて、県域全体におそらくそういう悩み持

っていますので、そういう取り組みですね、こういうもの私はやっていただきたいなと思

います。これは都市計画法とかいろいろ問題あるんで、ただ先ほど知事さんのあいさつと、

法律とかなんか関係なくしっかり助言してくれと、こういうことですのでお話申し上げた

ところです。 

○今野会長 

どうもありがとうございました。当然ですけども、市町村の在り方って言っても、そう

分離できませんので、当然県の役割の話なんですが、あまりその区分はきつくしませんが、

重点は今後の市町村の在り方でもしいろいろご意見ありましたらお願いしたいと思います

が、何かございませんか。どうぞ佐藤さん、お願いします。 

○佐藤晴雄委員 

まず相楽市長さんがおっしゃった、規模で住民サービス拡大、格下げ、懸念されるって

いうのは私もそうだと思いますし、これをどうするかっていうのが一つの課題だと私も思

います。それともう一つ県の方にお伺いしたいんですけども、合併した町村、合併しない

町村、首長さん方それぞれお伺いすると、合併した町村なんかの首長さんによっては、も

うこの状態ではとても立ちゆきいかないんで合併することにしましたと、できればもちろ

ん単独でいたかったんだけど先行きが暗かったんで合併しましたという町村がありました。

それからもう一つ逆に、いや大丈夫だと、合併しなくても大丈夫だっていう、やっていけ

ると、いろんな経費を削減してですね、やっていけるという町村の首長さんもおります。

それぞれなんですけど、私も、それぞれ市町村の事情があるんでしょうけども、話伺って
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るとどっちも本当なんだろうと、両方とも正しいんでしょうけども、県の方でですね今後

の財政の見通しについてのシミュレーションと言いますか、単年度主義なんで、その先見

通すのはなかなか厳しいんでしょうけど、５年なり１０年先のですね、なんかモデル的、

シミュレーション的なもの、財政のですね、今の状況から積んでった場合こうなるという

市町村のモデル的なもの考えてらっしゃるのか、ちょっとお伺いしたいと思います。 

○今野会長 

じゃこの辺事務局の方でもしありましたら。はいどうぞ。 

○市町村領域市町村財政グループ参事 

市町村財政参事の鈴木でございます。先ほどの市町村長さんからの御意見の中にもござ

いましたけれども、将来を見通す上で、財政的に一番難しい点というのはやはり交付税の

先行きが見えないというようなことなのかなというふうに思います。また三位一体の改革

につきましてもどうなるかというような状況であるわけですけれど、そういった状況で例

えば５年先、１０年先というお話でございますけれども、これをある程度考える上では、

一定の条件を設定した上で、そのシミュレーションというものをやる以外にはないのかと

思うのです。その一定の条件と言いますのは、このようにその三位一体もどうなるかわか

らない、景気もどうなるかというような状況ですといくつかの条件というものを考えざる

を得ない。つまり単一の予想ということではなくて、この場合であればこう、この場合で

あればこうと、いうようなことを設定した上で考える以外にはないだろうと思います。そ

れはそれぞれの市町村の方でおやりになっているというふうに思いますけれども、県の方

としてもそのような条件設定の下で、例えばこの団体のこの年の決算に基づけば交付税は、

例えばこのような条件であったらば何年先にどうなるであろうと、そういうようなシミュ

レーションであれば可能でございますし、実際に今までも、こういうような設定であれば

どうなるかというようなことについて、市町村の方でも計算をしてみてはいかがでしょう

かというような例をお示ししたりしていたところでございます。ですので、過去にもそう

いうようなことでご助言をしてきたわけでございますけれども、今後どうなるかというこ

とをやるということであれば、そのようないくつかの条件設定の下で考えていくというこ

とになるのではないかというふうに思っております。 

○今野会長 

この審議会も少し何回かやりますので、たぶんこの議論は常に出てまいりますので、可

能であれば事務局の方で、まあ条件設定自体がいろいろ難しいと思うんですけど、一応想

定できる条件設定をして、まあ首長さんの御意見も随分そういうのがありましたのでね。

事務局、まあ私も相談をさせていただいて出すということでよろしいでしょうか。はいそ

れじゃ次回以降にでもよろしくお願いいたします。その他ございませんでしょうか。それ

じゃ佐藤委員お願いいたします。 

○佐藤和子委員 

私、専門でなくてＮＰＯという立場から言いますと、住民の人たちが欲しいサービスっ

ていうものを行政が全てやらなくちゃいけないかっていうところがありまして、それを代
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わって、先行して着手してるのが私らＮＰＯだというふうに思っております。財政問題で

合併するんではたぶんないんだと思うんですね。いかに住民サービスを皆様方にいいサー

ビスをしていくべきかということに重点を置けば、合併がいいかっていう話ではなくて、

きっと別なファクターなんだろうなと感じております。それで、感想的なことでちょっと

申し訳ないんですけども、ＮＰＯの、福島県の中２７０団体いま設立されていますけども、

よく自治がうまくコミュニケーションとれている市町村にはＮＰＯができてないんですね。

要するにあまり住民サービスがうまくいってないっていうか、コミュニケーションができ

てないような大都市だったり、どうしてもそれが自分たちでやらなきゃいけないというふ

うな発意が強いところにＮＰＯが立ち上がっております。うまく市町村の首長さんとか、

行政の方とうまくやっておられる市町村の中には別にＮＰＯなくても自分たちの必要なサ

ービスっていうのを受けられているんだというように観察しております。というわけで、

合併によって住民サービスがアップするということなら、それもいいだろうし、合併によ

ってそのコミュニケートがすごく、あまりにも大きくなりすぎてできなくなったとするな

らば、それは合併はあんまりよくはないんだろうなと。ちょっと感想的なことで申し訳な

いんだけどそう思います。それと、やっぱり行政の方々の方がやっぱりいろいろ公共サー

ビスのプロだと私は思っておりますので、もっと行政という鎧を捨てて、市民という立場

で一緒にやってくれたら、もっと効率的で、なおかつきめ細かい住民サービスっていうの

が提供されていくんではないかなと今つくづく思っております。すいません、ちょっと感

想的なこと。 

○今野会長 

ありがとうございました。それではどうでしょうか。鈴木さんお願いいたします。 

○鈴木委員 

はいありがとうございます。今、私も佐藤委員の話を聞いてちょっとお話しさせていた

だきたいんですけども、今日もいただいた資料の中でですね、市町村長さん等の御意見は

紙の中で資料としていただいているんですけども、実際にですねやはり住民がどのように

県、市、町、村ですか、関係がどうあるべきかということをですね、もう少し住民サイド

の意見というものを聞いた上で、逆にもし資料があれば出していただきたいと思いますし、

まあその辺少し資料を増やした上で御議論したほうがですね、より住民のためになる行政

になるんではないかと思っております。ただ特に感じるのはですね、情報の伝達なんです

けども、国で例えば法律とか施策が出て、それが県に来るんですね。まあ中核市は直接来

るんでしょうけども、そうしますと中核市以外の市町村というのは情報がどうしても噛み

砕いた情報っていうのがすごい遅れて入ると感じてるんですね。県で国から来たものを一

度勉強しますよね。そこでまず大きなタイムラグがあって、やっと市町村に降りてそこで

またタイムラグがあって、住民に降りてくるっていうのは非常に遅いと思うんですね。法

律ができてから実際のそれがどういうふうに運用するための法律であるかとかですね、そ

れをどのように上手に運営していくかっていう部分はですね、やはりそういった情報とい

うもの、情報の中で、地域間競争がいいかどうかは別にしてですね、その中でもやはり早
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く情報を得るということは住民にとってもプラス要素が高いんではないかなと思います。

まずはこの辺だけで終わりに。 

○今野会長 

どうぞコメントがあるんでしたら。 

○人事領域行政経営グループ参事 

行政経営参事の鈴木でございます。いまほど住民の方々の御意見は県でつかんでいるの

かということでございますが、先ほども知事のあいさつにありましたように、今、分権宣

言の進化プログラムというのを作っている最中でございまして、その際に住民の方々のイ

ンタビュー、企業の方であったり、ＮＰＯの方であったり、ＪＣの方にもインタビューし

ていますが、そういったインタビューをすでに何十箇所でやっております。それのとりま

とめを次回お示しをしたいなと思っております。それからその情報伝達の件につきまして

も、実は何カ所か私も直接行ったときに同じようなご指摘がございました。それについて

もですね、分権宣言の進化プログラムというのを今策定しておりますが、その中で情報の

共有化というのもひとつの大きな柱かなと思っておりますので、その中で検討させていた

だきたいと思ってます。以上です。 

○今野会長 

はいどうもありがとうございました。瀬谷委員お願いいたします。 

○瀬谷委員 

瀬谷でございます。この審議会のですねテーマをいただいた時に、大変広くて重くて、

重いテーマでですね、この論点をどこに絞ってお話ししたらいいのかなっていう思いもあ

りまして、今のお話を伺っていますと、わりと自由なフリーな感じで、感じていることを

お話ししていらっしゃるような感じなので、ちょっとその点でですねあまり絞らないでい

きたいと思いますが、まず今後の市町村の在り方ということをいただいたときに、どうい

うふうに考えるか。まず今の在り方で考えた場合と人口動態だとか交付税だとかいろんな

条件を組んでどうしても広域である方が効率的、つまり合併をした方がいいという二つの

考え方から言いますとですね、まず今のままの在り方を考えますと、相当身軽にならない

とやっていけない。つまりサービス内容を選択せざるを得ない。例えば町民の事務的な手

続きだとかそういうものを手伝ってもらうとかですね、窓口が直接その県とか国とかと繋

がっていたらいいだろうかなとかですね。それから今では財政的に立ち行かなくなってい

くだろうということはいろんなデータを見ればわかっていくことかなと。で、まず住民の

意識改革をしなければ、なんでも行政にやってもらうという意識を改革しなければならな

いのと、職員の意識もまた変わっていかなくちゃいけない。指導力を強化してですね、指

導、助言、資質を高めてリーダーを育成していかなければならないというようなことがお

およそ考えられるかなと思います。各市町村で相当ですね、真剣に将来像をシミュレーシ

ョンしたりなどやっていると思うんですね。そして、今１７年、１８年度ぐらいはまだ交

付税が横、あるいは微増っていいますかね、そういう状況にあるかもしれないけども、ま

ず１９年度以降はどんなふうになるか不透明でわからないということですね。そうします
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と、今の住民の生活が、とにかく道路がよくなったり、生活圏が広域的になっております

ので、まあ行政だけが小さくていいのか、古い枠にこだわってていいのかと。生活が便利

になった方がむしろ住民のニーズはそうであるのではないか、サラリーマン化するとか、

合併した方が向上されるのではないかっていうことを考えた時に、やっぱりその合併とい

うのは避けて通られないのではないかと思います。そこでですね、合併協議会を立ち上げ

たり、あるいは相当なところまでいってもちょっと不発に終わってしまったりということ

が現実にあったわけですね。そうしたときに住民が今の状況で住民投票やっても判断でき

ない。むしろ遠くに役場があるより隣にあった方が便利にはちがいないわけですね。です

からそこら辺のことをですね、将来こうなるぞっていうことを相当住民にしっかとシミュ

レーションしてデータを出して説明をして納得してもらわなければ、判断の材料がまずな

ければできないと思うんですね。そういう点でわりと失敗したところが多いのかなという

感想です。それでその時に県がなんとかそのある程度までいったところで不発に終わった

ところが、県が行司役みたいなですね指導っていいますかねー、自主性を尊重するってい

うのは基本ですけども、そういうところまでちょっとできなかったのかなという思いがあ

ります。もうちょっと、まあそれは各市町村自体の努力によってもちろんやるべきではあ

るんですけど、現に当面自立ということをうち立ててるところも相当ありますけども、当

面というのは、じゃーいつまでなんだろうかと。２年先か、５年先か、１０年先か、私は

かなり近いところまでくるんじゃないかなという思いはしておりますけども、当面自立と

いうことをうち立てて、かなり機構改革とか努力しているところもありますけども、実際

職員を相当減らす、減らしていくとか、サービスを低下させるとかっていうことになると、

さっきの非常に職員が忙しくて、あれもこれもやって、ましてその専門職で採用されたも

のがそれをぜんぜん活かさないで仕事をしていくとかということになりますので、非常に

そのー意外と機構改革やって削減しているようでも人件費がわりと変わらないとかですね、

そういう結果が現に出ていると思うんですね。だからその辺が難しいところですので、合

併については本当に議論に議論を重ねてやっていくということをですね、県ももうちょっ

と指導していただいたらいいかなと思います。 

○今野会長 

はいどうもありがとうございました。時間が１１時半までという予定だったんですが、

もう１０分程度御発言いただきたいと思いますので、もしありましたらお願いいたします。 

○柳沼委員 

先ほどからいろいろ出ていますけど、やはりいままで市町村の住民にどれだけ情報を提

供してきたかっていうのが、一番大事じゃなかったかなと思うんですね。それで先ほどか

らシミュレーションつくって住民に提示すると、わかりやすく。だけど数字いろいろ出て

きました、これをもう少し分析してわかりやすく提示してあげるというのが、ある意味県

の仕事じゃないかなと。部局横断でやっていかなくてはなんないと。それがいまこれだけ

職員を減らしていくとか何かあるんですけども、シンクタンクという、県のですねシンク

タンクという組織を立ち上げた、見直しもされてきているという中で、もう少しそのそう
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いった見直しにあるシンクタンクをどう活用していくかと。それで各市町村に数字をよく

分析したものをわかりやすく提示してあげると。それでどうですかと。議論してみてどう

ですかと。そういった役割が今求められているんじゃないかなというふうに思います。詳

しくは今後いろいろお話します。 

○今野会長 

はいありがとうございました。それじゃ山浦さん、ちょっと。 

○山浦委員 

会津高田町の山浦です。この１０月に２町１村が合併いたしまして２万５千７百人規模

の新しい会津美里町が誕生するわけであります。私そこの合併協議会の委員として現在も

携わっているわけでありますが、合併するしないに関わらず今の大変社会環境は大きな変

化の中にありましてあらゆる分野が驚くべき早さで進歩を続けていると。そういうなんか、

こういう現状のままの自治体ではもはや行政サービスを維持することも大変難しくなって

きているということ。私の方ではとにかく合併の必要性ということで地方分権の推進と行

財政能力の向上のために、あらゆる創意工夫によって行政運営を行えるように取り組むと

いう姿勢で参りました。自治体の権限と責任も大きく拡大することになりまして、２町１

村ともに行政能力の質的それから量的向上が必要となってきているわけです。今後大変、

国や自治体は財政が著しく悪化しておりまして、地方交付税や国庫補助金の削減などによ

って自治体の財政はさらに厳しさを増すと予想されております。合併によって地方分権時

代にふさわしい行政システムの確立を図るとともに財政基盤の強化、さらには合併により

もたらされる財政支援措置の活用やあるいは経費削減効果を活かした財源の確保を図る必

要があるのではないかと。それからもう一つは、少子高齢化の進歩が私どもの町もどんど

ん進んでおります。より高度化、多様化する行政需要に対応するためにどうしたらいいか、

環境対策や生活基盤の整備、高度情報基盤整備など多様化、高度化する行政需要に対応す

るためには一層の財政強化、それから専門的職員の育成あるいは拡充、公共施設の効率的

な活用などの総合的な行財政能力の強化も必要になってくるだろうと思います。そして住

民の自治能力を高める参画と協働のまちづくりを一層推進するためには、とにかく市町村

に自己責任能力を強く求められている一方、国庫補助金や地方交付税を大幅に減らし、財

政的な自立も求めております。さらに住民の需要情勢はますます多様化、高度化すること

が見通されております。合併によって財政能力の強化を図ることが求められているわけで

すが、これがなかなか机上の計算どおりにはいかないということもありますけれども、現

実には行政サイドの対応だけでは不十分なことも多くありまして、住民が自らの参画と協

働と多様の負担によって対応するといった自治意識を持って多様なまちづくり事業に進ん

で参画、協働することが、故郷を守るための大きな鍵になろうかと思っております。私の

２町１村の交流でございますが、大変現在も交流の深い一体的な生活圏にあります。会津

地域のほぼ中央に位置しておりまして歴史、伝統文化、豊かな自然環境に恵まれておりま

すので、そういったことで合併を論じても違和感のない組合せであろうかというふうに思

いまして、私どもの新しい会津美里町が成功裡に終わると。そういうことで今現在、粛々
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と合併に向けた準備を進めているところであります。これは合併をするしないに関係なく、

今後の市町村の在り方のひとつとしてこんなことも考えられます。ありがとうございます。 

○今野会長 

どうもありがとうございました。一応、今後の市町村の在り方を中心にいたしまして、

もちろん県の役割分担ということも含めまして皆さんから貴重な御意見、御感想いただい

たというふうに思います。ここで全体をまとめるようなものでもございませんし、それぞ

れの御意見については、たぶんこれはどうしても、あとは自分の頭に想定している自治体

というのはそれぞれバラバラの、対象が別なもんですから、あるいはちょっと意見が少し

異なっているかなというところもお見受けいたしました。市町村の在り方、私は前の懇談

会でもお話をしていたんですが、私は法学部に入って１年生あたりから憲法の地方自治の

本旨ということで、団体自治、住民自治という言い方をずっと教えてもらいました。団体

自治という観点から言うと、財政的な問題はどうなるのかというのは極めて重要なもので

して、どちらかというと合併というのはその基盤強化という側面があるんですね。他方で

はやはり自治体というのは単なるそれだけではなくて、住民の意思によって行うという、

これは住民自治の観点をどういうふうに貫くかという問題があって皆さん非常にそれぞれ

悩まれていたんだと思います。ただいろいろ考えてみるときに、住民自治って言ったとき

に、すぐ住民サイドというと、自治体というのはサービス機関であると、サービスがいい

か悪いか、まあこれは端的なんですけども、ただ逆に考えて自治体というのはサービス機

関なんだろうか、サービス機関だけなんだろうか、という議論が頭をよぎりまして、本来

はそのサービスの内容も含めて住民が決めるかどうかということが、やはり決められるか

どうか。白河でシンポジウムやった時もですね、ある女性が合併賛成の立場でお話しにな

られましたけども、ただ仙台の住民と比べてみると、やはり白河はまだ自分たちの意見が

市の中に取り入れられていると、仙台の住民はほとんどなんか関係ないという、まあどう

いうサービスしてくれるかで自分たちが何か自治体を形成するわけじゃないということも

あってですね非常にその辺が悩みだということだったし、ある村の人も出ておりましたけ

ども、合併は賛成なんだけども、今一生懸命むらづくりやっていて、このエネルギーがな

くなってしまうんじゃないかと。つまり自分たちでまちづくりをしたりということが、何

となくそれがあまり重要視されなくなるんじゃないかと非常に危惧を持っていました。そ

ういう意味では、自治体というものはいったいどのように考えたらいいのか。フランスは

３万ぐらいありますよね、自治体が。アメリカも１万５千ぐらいあるんでしょうかね。日

本の３千というのはそんな多くないですよね、数とすれば。ただその比較だけではもちろ

んいかないんだと思うんですが、フランスやドイツやアメリカの自治体の役割、行政の役

割は違ってまして、日本とまた違ってると。日本は一般に総合行政型自治体と。何でもや

ると、何でもやるというのはあれですけども。果たしてそれでやっていけるんだろうかど

うかというのは、最近、自治体を今後どうしていくかというときに絡めて議論されている。

総合行政主体というふうなことを前提にした議論で考えると、行財政改革しなければなら

ないとか、民間と協働しなくてはならないとか、広域連携という問題が出てくるんですが、
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他方では総合行政主体という前提を取り除いたときに、先ほどもちょっと出ておりました

けども様々な規制を撤廃するとかですね、あるいは事務についても選択制を取り入れると

か、そういう問題も自治体の在り方として今後あり得るのかなと、こういう感じはしてお

ります。いずれにしろ、非常に身近な問題ではありますけども、日本の将来を決めるって

いうか、民主主義の問題なのかもしれませんが、どういうふうに日本を持っていくのか、

そのときに自治体をどういうふうにしていくのか、どういう考え方で、どういう選択をそ

れぞれがしていくのか、選択されたものに対して、いま県機関、どんどんどんどん合併が

進めば都道府県ていらなくなるんじゃないかっていう議論が出て、道州制の議論が一方で

は出ておりますので、いずれにしろ現在の都道府県の役割をどうするのかっていうのが今

後ぜひ積極的に、あまり他でやっていないから言っちゃいけないじゃなくて、大胆に福島

県独自のものを考えるという意見の場にできればしたいというふうに思っています。時間

も過ぎましたので、今日ですね、たぶん時間も少なくて話せなかったこといろいろあると

思いますんで、何か資料の中に事務局に直接出していただけるようなものがありましたの

で、それで文書ででも気がついたときにお送りいただければ参考にさせていただきたいと

思いますし、先ほど佐藤委員の方からありました一定の条件、鈴木参事のほうからありま

した一定の条件を付してシミュレーションの問題だとか、あるいは一番気になっているの

は、私個人は、国の方は１万人未満の自治体が云々という動きがありますね。自治体の数

でいきますと４８％が１万人未満の自治体なんですが、これがどうするのか国の政策と

我々はどういう対応を県独自で考えていくのかということもきちっとするという意味では、

やはりその関係の資料等もですね、ぜひ事務局と相談いたしますけども、次回等にお願い

したいと思います。司会が不慣れで申し訳ございません。１５分ほど延びてしまいました

けども。はい簡単にお願いいたします。 

○相楽委員 

ごく簡単に。今回ですね、後でいろいろ課題があったらここに意見を述べるように書い

てありますね。これは先ほどアプローチの仕方、二つありましたね、市町村の在り方、そ

れから県との連携の在り方。それだけの。 

○今野会長 

一応そうですけど、必ずしもそうでなくてもよろしいですね。噛み合わせるためにはこ

の二つですけども、結構ですのでよろしくお願いいたします。 

○寺島委員 

次回以降、フリートーク型でおやりにやるおつもりなんですか、それとも４回、５回や

るうちにポイントをある程度絞ってですね深く入っていくような議論をなさるつもりなん

ですか、その辺、例えば事務局あたりで今日出た中からポイントを絞って、これについて

重要事項をですねある程度セレクションして、皆さんの意見を聞くというのも一つのやり

方かなと思うんですけども、どんなもんでしょう。 

○今野会長 

その辺も事務局とも相談いたしますが、今日の議論を少し整理させていただいて。大き

 25



な柱は二つですけども、どういうところで更に煮詰めたほうがいいのかちょっと検討はし

てみます。基本はそこから漏れるとほとんど発言できなくなると困るんで、少し基盤はフ

リーにしながらですね、少し収れんをさせていきたいというふうに。事務局、それでよろ

しいですかね。ということで進めさせていただきたいと思います。以上で今日の予定は終

わりですが、それじゃ私は議長の任を降ろさせていただきます。よろしくお願いします。 

 

５ 閉  会 

 

○司会（市町村領域市町村行政グループ主幹） 

今野会長、どうもありがとうございました。ここで次回の審議会の日程についてご連絡

をさせていただきたいと思います。次回は９月の中旬頃を現在のところ予定しております。

詳細な日程につきましては、会長と事務局の方で詰めまして、後日委員の皆様方にご案内

をしたいというふうに考えております。それでは以上をもちまして第１回福島県市町村と

県の連携に関する審議会を終了いたします。長い時間、本当にありがとうございました。 

 

 

  平成１７年９月２７日 

議事録署名人    菅  野  典  雄   印 

 

 

議事録署名人    岩 崎 由 美 子   印 
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